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会社概要

商号 株式会社ナレルグループ

本社

所在地
東京都千代田二番町3番地5 麹町三葉ビル3階

代表者 小林良

従業員数

2023年5月末時点
(連結)3,138名

沿革

2008年11月：株式会社ワールドコーポレーション設立

（建設業向けの技術者派遣事業を目的として設立）

2019年  5月：株式会社アドバンテッジパートナーズが、

株式会社AP64（現株式会社ナレルグループ）設立

（純投資を目的として設立）

2019年11月：株式会社ワールドコーポレーションを子会社化

2020年12月：株式会社ATJCを子会社化

（IT業界への人材派遣進出を目的として買収）

2021年  4月：職人職業紹介関連事業を譲受

2021年  4月：一般社団法人全国建設請負業協会を子会社化

2021年  5月：株式会社AP64が株式会社ナレルグループに商号変更

2021年10月：株式会社コントラフト設立

（個別ブランドとして全建への情報提供を行うために設立）

グループ

概要

2019年5月設立 持株会社

2008年11月設立
技術者数：2,538名
(2023年5月末時点)

施工管理技術者派遣*1

CADオペレーター技術者派遣*2

施工図作成

2007年12月設立
技術者数：362名
(2023年5月末時点)

IT技術者派遣/SES*3

2021年10月設立
職人職業紹介の

人材プラットフォーム運営

2013年7月設立 職人求職者の職業紹介

業績*4,5

（*非連結）

10,329 
12,125 

14,541 

1,716 
1,821

2,040

16.6% 15.0% 14.0%

20/10(LTM) 21/10 22/10

売上高

調整後営業利益*6

百万円

百万円

20-22平均成長率

18.7%

20-22平均成長率

9.0%

(*5) 当社は2019年5月27日の設立後、決算期末を4月末から10月末に変更したため、当社の2020年10月期は2020年5月1日から2020年10月31日までの6か月間と
なっている。「2020年10月期(LTM)」は、2019年11月1日から2020年10月31日までの12か月を一連結会計年度と仮定して計算した数値（未監査）であり、
2020年10月期（6か月間）の実績とは異なる。

(*6) 2020年10月期(LTM)については、同期の営業利益にのれん償却費及び一時費用を足し戻しした調整後営業利益。2021年10月期については、同期の営業利益に
一時費用を足し戻しした調整後営業利益。2022年10月期については、同期の営業利益(一時費用等の調整なし)。調整後営業利益の詳細については、P.36参照

調整後営業利益

調整後営業利益率

(*1) 建設現場の工程管理、安全管理、品質管理、原価管理を行う
(*2) ＣＡＤ（Computer Aided Design）を用いて設計士や作図者の指示に従い図面の作成・修正・調整業務を行う
(*3) システムエンジニアリングサービスの略。ソフトウェア・システムの開発・保守・運用に関する委託契約の一形態
(*4) 2020年10月期(LTM)はJ-GAAP、2021年10月期及び2022年10月期はIFRSに基づき作成された財務数値に基づき算出
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グループ概要図

（株）ナレルグループ

持株会社

求職者
顧客
企業

（株）ワールドコーポレーション
売上収益：12,978百万円

（株）コントラフト
売上収益：54百万円

全国建設請負業協会*1

ITソリューション事業
売上収益：1,507百万円*3

（株）ＡＴＪＣ
売上収益：1,510百万円

採用
技術者派遣

募集 職人求職者
情報の提供

職業紹介

採用 技術者派遣/SES

建設ソリューション事業
売上収益：13,033百万円

（*1） 株式会社ワールドコーポレーションは、一般社団法人全国建設請負業協会の唯一の社員であり、同法人の議決権の100%を有しているものの、金額的重要性が乏しいため非連結子会社としております。
（*2） 売上収益は2022年10月期の数値であります。
（*3） ITソリューション事業の売上収益は内部取引消去後の外部売上であるため、株式会社ATJCの売上収益の額に一致しません。
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ナレルグループを支えるマネジメント陣

創業経営陣に加え、業界内外から優秀な人材が集結

小林良

ナレルグループ
代表取締役

輸入時計卸売会社からキャリ
アをスタートさせ、営業とし
ての才覚を現す。その後、ホ
テル会員権販売会社を経て、
2008年にワールドコーポ
レーションを設立・代表取締
役就任

柴田直樹

専務取締役
コントラフト代表取締役

建設技術者派遣大手の夢真
HD（2021年に現在のオープ
ンアップグループに経営統
合）に新卒で入社し、最年少
で営業部長に昇進。その後、
光通信での新規事業立上げを
経て、2011年にワールド
コーポレーションに入社

野尻悠太

取締役
コーポレート本部長

みずほ証券にて投資銀行業務
に従事、その後、宇宙スター
トアップのアクセルスペース
にてCFO、COO等を歴任し、
2020年にワールドコーポ
レーションに入社

田中利哉

ビジネスマネジメント本部長
ワールドコーポレーション
事業統括本部長責任者

エスネットワークス等にて通
算5年間会計税務コンサル
ティング業務に従事。ソース
ネクストにて経理財務、予算
管理、営業戦略の策定に従事
し、2020年にワールドコー
ポレーションに入社

瀬合康介

経営企画室室長
コントラフト取締役

デロイトトーマツコンサル
ティングで約10年間戦略コン
サルティング業務に従事、そ
の後、日清食品ホールディン
グス経営企画部を経て、
2020年にワールドコーポ
レーションに入社

齋藤拓

ATJC代表取締役

アストテクノロジー、エイト
レッドを経て、2015年に
ATJC入社。エンジニアに加
えて、教育事業部長や企画室
長としてリーダーとしての頭
角を現し、2019年に取締役、
2020年に代表取締役に就任
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ナレルグループのミッション/ビジョン

ナレルの存在意義

建設ICTによる
業務効率化支援

若手技術者の育成技術者人材の提供

慢性的な人材不足

• 市場規模は拡大
• 就業者数は減少

技術者の高齢化

• 若手求職者数の減少
• 新技術導入の停滞

IT・DX化の遅れ

• 手書き、手入力
• ICTツールの活用方法
の知見不足

建設業の課題

ミッション：深刻化するプロ人材*1の枯渇を解決し、日本を「課題解決先進国」にする

ビジョン：ITと人材育成の２つの技術をかけ合わせ、プロ人材の減少を補う

「生産性を高める業務変革」と「プロ人材の育成と安定供給」を提供・実現する

人材の供給 業務効率化支援

(*1) 当社では、プロ人材を「特定の産業分野で技術をもち、専門業務に従事する人材」と定義しております。
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ワールドコーポレーション：事業内容①

事業フロー

発注者

(国、地公体、デベロッパー、等)

施工会社

(ゼネコン、工務店等)

発注

• 現場作業

• 下請け工事業者作業員の領域

• 建設現場の責任者業務

• 大手ゼネコン等の正社員の領域

職人
(とび工、左官等)

現場代理人

施工管理者 • 建設現場の工程管理、安全管理、
品質管理

• 派遣技術社員の領域

• 図面納品

• 技術者派遣

• 図面発注

• 派遣依頼

現場監督と呼ばれる施工管理者の派遣を主に実施。依頼元である施工会社と
、現場作業員である職人の間を繋ぐ重要な役割を担う

施工管理者の業務内容

品質管理

工程管理

OK!

安全管理

三大管理
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ワールドコーポレーション：事業内容②

主な受注領域

建物の循環器としての機能を実現し、高層ビル
・マンション・工場等の空調衛生

空調衛生

高層マンション、商業施設、ショッピングセン
ター、工場、医療福祉施設などの電気設備工事

電気設備

道路工事や河川工事、下水道工事、橋やダム、
トンネル、鉄道工事等のまちづくり

土木

オフィスビル、高層マンション、商業施設、   
ショッピングセンター、工場、医療福祉施設、
耐震工事等のプロジェクト

建築

建設業の様々な領域に技術者を派遣

次々と発生する日本の土木・建築投資に対し人材を供給

リニア・風力発電

TSMC熊本工場建設 東京五輪関連施設

都市再開発

派遣現場事例

(*1) ©李 季霖, 2021, CC BY-SA 2.0, https://www.flickr.com/photos/f097653195037/51541052478
(*2) ©Kaidog, 2023, CC BY-SA 4.0, https://commons.wikimedia.org/w/index.php?curid=128610724
(*3) ©Sakura Torch, 2023, CC BY-SA 4.0, https://commons.wikimedia.org/w/index.php?curid=128881439
(*4) ©Saruno Hirobano, 2014, CC BY-SA 3.0, https://commons.wikimedia.org/w/index.php?curid=30917648

*1
*2

*3 *4
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ATJC：事業内容

ITエンジニアを雇用・育成の上、クライアントであるシステム開発企業に対
して、SESサービス及び派遣サービスを提供

ATJCのビジネスモデル

ATJC システム開発企業

雇用・育成 開発支援（SES）・
派遣

SES契約・派遣契約

発注・支払

ITエンジニア
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コントラフト・全国建設請負業協会：事業内容

技術者派遣で蓄積した求職者情報を活用し、コントラフト及び全国建設請負
業協会にて職人の人材紹介ビジネスを展開

ナレルグループの職人人材紹介ビジネスモデル

求職者 会員企業

応募

職人
職業紹介

求職者情報
の提供

紹介料情報提供料

求人情報

（*1）建設業務有料職業紹介事業とは、「事業主団体が、その構成員を求人者とし、又はその構成員若しくは構成員に常時雇用されている者を求職者とし、求人及び求職の申込みを受け、
求人者と求職者との間における建設業務に就く職業に係る履用関係の成立をあっせんすることを有料で業として行うこと」と定義。厚生労働大臣の許可を受けた認定団体のみ建設業務有料職業紹介事業を行うことが可能。

（*2）2023年2月時点、当社調べ（一般財団法人みやぎ建設総合センター、一般社団法人沖縄県建設業協会、一般財団法人全国建設請負業協会の3団体）

会員サービスプラットフォーム

「職人を探している企業」と
「職人として働きたい方」の

プラットフォーム

有料会員費

認定団体のみ職人職業紹介が可能

（認定団体は全国で3団体のみ*2）

建設業務有料職業紹介事業*1

サービスの流れ

資金の流れ
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カンパニーハイライト

人材不足を背景に
今後も高い成長性が期待される

建設技術者派遣市場

未経験者採用戦略を強みに
業界No.1*3の成長性・収益性

建設人材プラットフォーム企業
としての高い成長ポテンシャル

営業利益率
※2022年10月期

14.0%

建設業派遣労働者数の増加率*2

※2016年-2021年 CAGR

6.6%

建設業の有効求人倍率*1

※2022年の建築・土木・測量技術者（パートタイム含む常用）

5.51倍

売上高成長率
※2020年10月期(LTM)～2022年10月期 CAGR*4

18.7%

1 2 3

プラットフォーム

派遣事業の
更なる強化

建設ICT
コンサル
ティング

人材紹介
サービス

(*1) 厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」
(*2) 厚生労働省「労働者派遣事業報告書の集計結果(6月1日時点)」
(*3) 技術者派遣企業群（「業界動向サーチ：技術者派遣業界 売上高ランキング」に記載されている技術者派遣企業群17社の内、一定の条件（①上場企業②売上高100億円以上③技術者派遣事業が売上高の過半を占める）を満たす企業（テクノプロ・ホールディングス、WDBグループ、メイテッ

ク、アルプス技研、オープンアップグループ（旧夢真ビーネックス）、フォーラムエンジニアリング、コプロホールディングス）における売上高成長率・営業利益率と比較。売上高成長率（2019-2021CAGR）・営業利益率（2021年度）の比較については、P.17参照
(*4) 当社は2019年5月27日の設立後、決算期末を4月末から10月末に変更したため、当社の2020年10月期は2020年5月1日から2020年10月31日までの6か月間となっている(詳細はP.1 (*6)参照)。「2020年10月期(LTM)」は、2019年11月1日から2020年10月31日までの12か月を一連結会計

年度と仮定して計算した数値（未監査）であり、2020年10月期（6か月間）の実績とは異なる。
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1. 人材不足を背景に今後も高い成長性が期待される建設技術者派遣市場

2. 未経験者採用戦略を強みに業界No.1の収益性・成長性

3. 建設人材プラットフォーム企業としての高い成長ポテンシャル

10
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建設技術者は慢性的な人手不足

建設業における人手不足は他業種対比で深刻化しており、建設技術者人材の
有効求人倍率は足元で5倍を超える水準で推移

各職業別の有効求人倍率

(出所) 厚生労働省｢一般職業紹介状況(職業安定業務統計)｣に基づき､当社作成
パートタイムを含む常用 

倍

建築･土木･測量技術者

情報処理･通信技術者

全職業

製造技術者
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大手建設業者における派遣労働者数 派遣労働比率
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建設投資額(実質値、左軸) 建設業就業者数(右軸)

建設技術者派遣が建設市場を下支えする業界構造

建設投資額は横ばいだが建設業就業者数は減少しており､構造的に派遣会社
を活用しなければならない状況

建設投資額と建設就業者数の推移

(出所) 建設経済研究所｢NO.74 建設経済レポート｣､ 2020年度までは国土交通省｢令和 3 年度(2021 年度)建設投資見
通し｣､2021年度･2022年度は建設経済研究所｢建設経済モデルによる建設投資の見通し(2022 年 1 月)｣を基に
当社にて作成
総務省｢労働力調査｣に基づき当社作成(当社派遣社員は｢労働者派遣業｣に所属するため集計対象外)

兆円 万人

建設技術者派遣労働者数の推移

(出所) 国土交通省｢建設業活動実態調査｣および厚生労働省｢労働者派遣事業報告書の集計結果(6月1日時点)｣に基づき､
当社作成
大手建設業者(全国の建設許可業者のうち完成工事高上位53社)における派遣労働者数及び派遣労働比率:国土交通省
｢建設業活動実態調査｣､派遣労働比率は大手建設業者の派遣従業者/常時従業者数

建設就業者の減少分を埋めるべく､派遣労働者数は増加千人建設投資額は横ばいながら､就業者数は減少
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2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年 2033年 2034年 2035年

建設投資額(ベースラインケース) 建設投資額(建設就業比率維持)

建設就業者比率が維持できない場合、建設投資額はほぼ横ばい

建設市場の成長には人材の安定確保が重要

建設就業者確保が喫緊の課題であり、建設技術者派遣の存在意義は大きい

建設投資額のシナリオ別予測

中長期的な市場成長のためには、建設就業者の安定確保が重要

兆円
現状の建設就業者比率7.3％を

維持した場合

現状の建設就業者比率7.3％を
維持できない場合*1

12.5兆円の差

建設投資額(建設就業比率を維持できない場合)*1

（出所） 建設経済研究所「No.74 建設経済レポート」(2022年3月)に基づき、当社作成
建設就業者比率：全産業に占める建設業の就業者数の割合
双方ともに建設業の全要素生産性(TFP 上昇率)が2002年以降の平均値である1.9％程度で今後も推移すること、その他建設経済研究所による一定の想定・試算に基づく「ベースラインケース」での予測

（*1） 働き方改革や国内人材確保が進展せず、建設就業者数が平成30年度雇用政策研究会において示された「経済成長と労働参加が一定程度進むケース」で推計された就業者数まで減少する場合
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506 
511 

528 

562 

573 573 

490

500

510

520

530

540

550

560

570

580

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年

建設技術者数 建設技術者需要数（ベースライン成長シナリオ）

約5.6万人
不足

約6.3万人
不足

約4.5万人
不足

人手不足を背景に高まる建設技術者派遣需要

建設技術者人材の需給ギャップは今後も埋まらないことが見込まれる

建設技術者の就業者数と需給数の推計値

(出所) ヒューマンリソシア株式会社｢建設技術者の『2030年未来予想』2023年版｣に基づき､当社作成
ベースライン成長シナリオ:足許の潜在成長率並みの成長率で推移した場合

千人

実績 予測
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1. 人材不足を背景に今後も高い成長性が期待される建設技術者派遣市場

2. 未経験者採用戦略を強みに業界No.1の収益性・成長性

3. 建設人材プラットフォーム企業としての高い成長ポテンシャル

15
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ナレルグループの業界

ナレルグループは、建設業向け技術者派遣の分野において、競合企業と比較
しても、既に一定の規模を有している

（*1）㈱マイナビ「マイナビ2024」掲載㈱アーキ・ジャパン採用ページ（2022年10月期）
（*2）2022年10月期
（*3）2023年3月期通期決算ファクトブック

建設業向け技術者派遣の売上高

(単位：億円)
カッコ内にセグメント又は企業名の表記がある場合は当該セグメント又は子会社の売上高

（*4）㈱マイナビ「マイナビ2024」掲載共同エンジニアリング㈱採用ページ（2022年度）
（*5）㈱テクノプロ・ホールディングス2022年６月期有価証券報告書
（*6）㈱オープンアップ2022年６月期有価証券報告書

369

203

193

176

129

112

㈱オープンアップグループ
（建設領域）*6

テクノプロ・ホールディングス㈱
（施工管理アウトソーシング事業）*5

共同エンジニアリング㈱*4

㈱コプロ・ホールディングス
（㈱コプロ・エンジニアード）*3

当社
（㈱ワールドコーポレーション）*2

㈱アーキ・ジャパン*1
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6%

8%

10%

12%

14%

16%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18% 20%

F社

中央値

11.6%

中央値

5.1%

業界No.1の収益性・成長性

ナレルグループは技術者派遣企業において高い成長性・収益性を誇る*1

技術者派遣企業の売上高成長率と営業利益率

成長性：売上高成長率 (直近3か年)

収
益
性
：
営
業
利
益
率

 (
直
近

)

2021/3~2023/3

2020/6~2022/62021/3~2023/3

2021/3~2023/3

2020/12~2022/12

2020/6及び2020/9~2022/6

2021/3~2023/3

売上高成長率*3 18.7%

営業利益率 14.0%

2020/10(LTM)~2022/10*2

A社

B社

C社

D社

E社

G社

（出所）各社有価証券報告書（2023年3月期のみ決算短信）より当社作成
（*1）技術者派遣企業群（「業界動向サーチ：技術者派遣業界 売上高ランキング」に記載されている技術者派遣企業群17社の内、一定の条件（①上場企業②売上高100億円以上③技術者派遣事業が売上高の過半を占める）を満たす企業における売上高成長率・営業利益率と比較
（*2）2020年10月期(LTM)はJ-GAAP、2021年10月期及び2022年10月期はIFRSに基づき作成された財務数値に基づき算出。

 当社は2019年5月27日の設立後、決算期末を4月末から10月末に変更したため、当社の2020年10月期は2020年5月1日から2020年10月31日までの6か月間となっている。「2020年10月期(LTM)」は、2019年11月1日から2020年10月31日までの
 12か月を一連結会計年度と仮定して計算した数値（未監査）であり、2020年10月期（6か月間）の実績とは異なる。



18

448

468 471

400
404

414

20/10 21/10 22/10

1,461 1,604 
1,961 

196 
243 

279 

1,657

1,847

2,240

20/10 21/10 22/10

高成長・高収益を支えるナレルの仕組み

採用力
未経験者採用戦略による

技術者数増加率

単価向上余地
需要の高い若手技術者を供給し続けることで

継続的な契約単価の向上を実現

在籍人数*1

（*1） 株式会社ワールドコーポレーション単体数値
 在籍人数：当月1日から月末期間中に1日以上在籍していた技術者数

人

期間社員

正社員

1 2

一人当たり契約単価*2

千円/月

全社平均

1年目平均

（*2） 株式会社ワールドコーポレーション単体数値
一人当たり契約単価は、経験者・未経験者含む全派遣従業員の各契約単価（残業代は除く）の
期中平均値

×
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ナレルの未経験者採用戦略

未経験者採用に特化することで、高い成長性と収益性に貢献

未経験者採用型 経験者採用型

供給力

非常に高い

・全産業有効求職者数：192万人*1

未経験者採用型に比して低い

・建設業有効求職者数：1万人*1

採用
ノウハウ

単価
向上余地

非常に高い
・技術的な成長余地が大きく、契約単価が上がりやすい
・若手なので、ベース給料が低い

限定的
・契約単価は高いが将来的・中長期的な成長性は限定的
・高齢化が加速しており、ベース給料が高い

難易度高い
・建設業の3Kイメージ払拭、他社対比の魅力訴求など、
応募から入社までのハードルが高い
・一方で経験者と比較し、採用コストを抑えられる

難易度低い
・プロジェクト/現場ごとの募集のため応募から入社ま
でのハードルが低い
・業界全体で枯渇しているため採用コストは非常に高い

（*）  派遣従業員の採用方針を未経験者採用型と経験者採用型に大別した場合において、当該区分ごとに一般的に想定される傾向についての、当社固有の分析を示したイメージ図
（*1）有効求職者数：厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」2022年におけるパートタイムを含む常用。建設業は建築・土木・測量技術者

採用/育成
体制整備

難易度高い
・毎月100人程度を採用するため、採用/教育体制を整
備するための時間とコストがかかる

難易度低い
・即戦力のため高度な教育は必要なく、現場にすぐに派
遣可能

採
用
面

教
育
面

成長性

成長性

参入障壁

参入障壁

1
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798 

918 

1,262 

20/10 21/10 22/10

33,308 

32,095 

30,571 

30,011 

30,578 

30,096 

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

未経験者採用戦略に支えらえた高い採用力

採用競争が激化する中においても､安定的に人材を確保

建築･土木･測量技術者の新規求職者数 ワールドコーポレーションの採用者数推移*1

人

効率的な採用システムにより増加傾向建設技術者の新規求職者数は減少傾向

(出所) 新規求職者数:厚生労働省｢一般職業紹介状況(職業安定業務統計)｣
パートタイムを含む常用､1年間の累計人数

人

(*1) ワールドコーポレーション単体数値

1
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76 70 66 58 56 51 54 54 56 55 56 58 58 58 56

133 130 124
120 113

106 102 96 91 87 85 82 78 72 69

342
337

327
319 335 342 350 349 346 353 362 360 357 352 354

若手技術者中心の年齢構成

当社は建設業界で特に不足している若手人材の安定供給が可能であり、構造
的に契約単価の引き上げがしやすい年齢構成となっている

建設業就業者の年齢別構成比の推移 ワールドコーポレーションの年齢構成比*1

若年層の建設就業者の減少に歯止めをかける
ソリューションプロバイダー

（出所）総務省「労働力調査」に基づき、当社作成
(2011年は東日本大震災の影響により未掲載)

（*1） 株式会社ワールドコーポレーション単体数値
派遣契約中の従業員、2022年10月末時点

39歳以下

90％

63%

27%

10%

22/10

建設業は就業者の高齢化が加速
万人

2
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ナレルグループの人材育成メソッド

若手人材の育成メソッドを確立し2年目以降稼働人数が増加しており、過去3
年間における契約単価は上昇傾向

2

（*1） 株式会社ワールドコーポレーション単体数値
契約単価は、経験者・未経験者含む全派遣従業員の各契約単価（残業代は除く）の四半期毎の平均値、
稼働人数は四半期毎の平均値

一人当たり
契約単価
(千円/月)

2~3年目

契約単価と年次別稼働人数*1

4年目～

1年目

期間社員

稼働人数(人)

技術者のキャリアプランイメージ

4年目~

より密度の高いプロジェクトを担当。
一級建築士や施工管理技士等の資格取得を視野

専門技術実践研修

¥ ¥ ¥

 2～3年目

最初のプロジェクト配属で得た経験をベースに、
次のプロジェクトの知識の基礎を学ぶ

専門技術基本研修

¥ ¥

未経験者(1年目)

未経験者のため、建設業界の基礎知識や
専門用語から、社会人スキルの基礎などを研修

基礎技術研修

¥

技術フェーズ 契約単価

2年目以降の社員も増加中 一人当たりの契約単価アップ

292 318 351 365 372 406 446 477 489 517 556 574 

518 531 543 565 611 
656 645 564 538 549 

589 547 

577 560 473 470 372 281 289 433 483 473 

592 712 148 148 148 
173 189 197 

211 

229 241 260 

280 
287 432 

442 

459 
452 

465 471 470 
462 

467 476 471 470 

20/10

1Q

2Q 3Q 4Q 21/10

1Q

2Q 3Q 4Q 22/10

1Q

2Q 3Q 4Q
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1. 人材不足を背景に今後も高い成長性が期待される建設技術者派遣市場

2. 未経験者採用戦略を強みに業界No.1の収益性・成長性

3. 建設人材プラットフォーム企業としての高い成長ポテンシャル

23
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グループ成長戦略

売上

将来

職人紹介事業への参入

建設ICTツール活用における
コンサルティング支援

(*1) 当社作成のイメージ図
 (*2) BIM(Building Information Modeling) :建築分野においてコンピューター上で作成する3Dデジタルモデルにより、建設過程における設計から施行、維持管理までを可能にするツール

自社メディアによる経験者採用

派遣領域の拡大
IT業界、プラントエンジニアリング業
界、施工図/BIM技術者（建設業界）

1.派遣事業の更なる拡大(短期)
・セコカンNEXTを通じて、登録者数拡大に向けた施策を実施中
・IT・プラントエンジニアリングといった新規業界、
建設業界における施工図/BIM*2技術者といった
新規職種の派遣実績も積上がり、
採用と教育を通じて、派遣者数拡大を予定

2.人材紹介サービスへの展開（短期）
・ジョブケンワークを通じて、求職者数拡大に向けた施策を実施中

3.建設ICTコンサルティングへの展開(中期)
・社内研修制度を構築済みであり、今後社内教育を通じてICT人材を教育予定

現在
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派遣領域の拡大

未経験者採用/経験者採用の両輪で更なる技術者数の増加を見込む

1.派遣

ターゲット市場 施策 期待される成果

人手不足市場
の新規開拓

建設市場の
さらなる深化

IT
プラント

BIM

建設
プラント

BIM

未経験者

経験者

自社メディア活用により
採用費を抑制

従前は採用の費用対効果が低かった

採用･教育ノウハウの移植

(*) 当社作成のイメージ図
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IT派遣領域における成功事例(1/2)

大手IT企業をクライアントに持つITエンジニア派遣であるATJCを､2020年
12月にグループ化｡積極的な投資によりナレルグループ成長の一翼を担う

1.派遣

全社売上割合(調整額考慮前)*1ITソリューション事業:ATJC概要

◼ グループ参画の背景

◼ ATJC概要

金融､公共､通信等さまざまなシステム開発案件への技術者アウト
ソーシング事業を展開

セグメント利益*1

建設ソリューション
13,034百万円
構成比:89.6%

ITソリューション
1,510百万円
構成比:10.4%

建設ソリューション
1,813百万円

営業利益率:13.9%

ITソリューション:
106百万円

営業利益率:7.0%

(*1) 2022/10期

2007年 創業
創業来着実にクライアントを獲得してきたがIT技術者
の採用難を背景に成長が鈍化傾向に

2020年 人材採用ノウハウを持った会社とパートナーシップを
組むことによる更なる成長を見込み､ナレルグループ
に参画(創業者による株式譲渡)
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179
195 

282 

380

44

63

169

143

20/10 21/10 22/10 23/10 2Q

在籍人数 採用者数

RPM活用

マニュアル化

未経験者採用 人材育成メソッド
入社時研修

配属後研修

フォローアッ
プ研修

ATJCへのノウハウ移植

ATJCが培ってきた人材育成プログラムに
加えて､ナレルグループのノウハウを移植

進捗管理プログラム
自学サイクル支援

適正テスト&習熟度テスト
人材最適配置

ナレルグループのノウハウを活用し
低コスト採用と単価向上を目指す

IT派遣領域における成功事例(2/2)

先行投資的に採用を実施したことにより建設ソリュ―ションを上回る成長

未経験者採用/育成ノウハウを一層活用することにより､低コスト採用と単価
向上を目指す

1.派遣

18.6%

32.2%

建設ソリューション ITソリューション

売上高成長率(21/10-22/10)

20年12月:グループ参画後

ATJC:採用者数･在籍人数推移

*1

(*1) 各年10月1日から月末までの期間中に1日以上在籍していた技術
者数
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自社メディアの活用による派遣単価向上

自社メディアを活用することにより､経験者の低コスト採用と単価向上が見
込まれる

セコカンNEXTの強み セコカンNEXTの登録者数推移*1

登録者数は順調に増加
セコカンNEXTの活用により､経験者採用力の強化が期待

(HPの掲載例)

(*1) 21/10期:2020年11月~2021年10月､22/10期:2021年11月~2022年10月における累計登録者数

人

自社メディアのため

低コスト
で採用が可能

即戦力の人材を

高単価
で派遣

ターゲットを

経験者
に絞り込み

1.派遣

197

319

21/10 22/10
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14
15.3

14.3 14.3 14.8 14.8

2.8

3.8

3.1 3.4
4.0 4.7

16.8 

19.1 

17.4 18.1 
18.8 

19.5 

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

国内 海外

老朽化設備更新・環境投資の高まりからプラント派遣のポテンシャルは高い

プラント派遣市場の動向と需要

プラントエンジニアリング産業受注高

（出所）2022年度 エンジニアリング産業の実態と動向 一般財団法人エンジニアリング協会
受注見通し回答社数は44社

兆円

2022年は見通し

プラント市場は約20兆円規模の巨大かつ成長市場

1.派遣
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営業：下流工程の現場において信頼を構築し、上流工程に展開

独自の人材戦略とバリューチェーン毎の営業戦略によりプラント業界に参入

当社のプラント派遣における成長戦略

人材戦略

バリューチェーン毎の営業戦略

採用力

教育力

設計・調達・建設
(プラントエンジニアリング会社)

運転管理
(プラント操業会社)

メンテナンス
(メンテナンス会社)

⚫未経験者採用についてはワールドコーポレーションで培った採用戦略を踏襲
⚫オウンドメディア「セコカンNEXT」を活用し、経験者採用を強化

⚫プラント現場の実地研修を実施

⚫ CADオペレーター等設計段階からの
派遣ニーズに対応

⚫ 多くの専門技術者を擁する当社では
あらゆるニーズに対応可能

⚫ 日常保全業務・定期修繕が必要なた
め安定的な受注が可能

⚫ 短期間で大人数の派遣ニーズに
対応可能な技術者数

⚫ 他社が入り込めていない企業群
⚫ 代替リスクが低いため、重点的に営
業を実施

1.派遣
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11 19 10 16 34 54

147

254

389

483

0 21 28
60

87
78

65

107

126

274

11
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業務 工事

建設現場で高まるBIM人材需要

国土交通省のBIM/CIM*1推進を背景に、BIM人材需要の高まりが期待される

BIM/CIM活用業務・工事の件数

（出所）国土交通省 第8回BIM/CIM推進委員会(令和4年8月30日)に基づき、当社作成
（*1） BIM/CIM:コンピューター上で作成する3Dデジタルモデルにより､建設過程における設計から施行､維持管理までを可能にするツール
 BIM(Building Information Modeling)は建築分野､CIM(Construction Information Modeling)は土木分野
（*2） BIM/CIM原則適用：国土交通省は2020年4月に「2023年までに小規模を除く全ての公共事業にBIM/CIMを原則適用」することを決定

BIM/CIM活用件数は大幅に増加
2023年の公共事業のBIM/CIM原則適用*2に伴い、BIM人材需要は更に高まることが期待

件数

1.派遣
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ナレルのBIM技術者育成方針

教育体制の整備によって、BIM技術者育成に注力

ナレルのBIM技術者育成フロー

BIM技術者として育成

教育力

現場監督

施工管理経験者
従来の施工図

技術者 未経験者

• 3ヶ月研修

• 請負業務による先輩社員のOJT

1.派遣



33

一人親方
51万人

技能労働者
（職人）
309万人

技術者
（施工管理など）

35万人

職人紹介サービスの今後の事業展開プラン

人材紹介事業への展開により、建設人材サービスの領域の拡大を目指す

建設就業者の市場規模

一人親方

専門工事会社

建設業就業者
482万人

ゼネコン

人材紹介事業への拡大を通じて、
建設業界で人手不足に苦しむ全ての企業にサービスを提供できる唯一無二の存在を目指す

職人・一人親方紹介

（出所）国土交通省「最近の建設業をめぐる状況について」(2022年6月15日)および国土交通省「第一回建設業の一人親方問題に関する検討会」(2020年6月25日)に基づき、当社作成
建設業就業者・技術者・技能労働者：総務省「労働力調査」（令和3年平均）を基に国土交通省で算出（国土交通省「最近の建設業をめぐる状況について」2022年6月15日）
一人親方：総務省労働力調査（令和元年平均）をもとに国土交通省においての推計人数（国土交通省「第一回建設業の一人親方問題に関する検討会」2020年6月25日）

現在の展開領域

今後の展開領域

技術者人材派遣

2.紹介
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職人紹介サービスの事業展開戦略

全国に認定団体が3つのみである全国建設請負業協会の有料職人紹介事業を駆
使し、求職者・求人企業の獲得による事業基盤構築を進めるともに、新サービ
ス提供による事業拡大を目指す

（*1）労働者派遣法では建設業務に労働者派遣を行うことは認められていない（ワールドコーポレーションは建設業務に該当しない、施工管理技術者、CADオペーレーター等を派遣）が、建設業務労働者就業機会確保事業とは、
建設労働者の雇用の改善等に関する法律に基づき、「実施計画の認定を受けた事業主団体の構成事業主が、自己の常時雇用する建設業務労働者を、その雇用関係を維持しながら、他の構成事業主の指揮命令を受けて、そ
の事業主の建設業務に従事させるために、一時的に送り出すこと」と定義。厚生労働大臣の許可を受けた認定団体のみが建設業務労働者就業機会確保事業を行うことが可能。

2.紹介

短期（概ね2年程度） 中期（概ね3年後以降）

職人紹介事業の基盤構築及び会員数の拡大

フェーズ 1

新サービス提供による会員の利便性向上と
更なる収益性拡大

フェーズ 2
◼ 求職者の獲得

✓ ワールドコーポレーション採用候補者/退職者からのシフト強化

✓ 人材紹介会社の新規開拓及び関係強化による情報提供数の拡大

✓ ジョブケンワークの掲載案件数の強化

✓ 業務提携による特定技能外国人材の紹介強化

✓ 営業エリアの拡大、地方エリアの強化

◼ 求人企業（会員）の獲得

✓ 職人以外の職種の人材紹介を実施

✓ ゼネコンの協力会社会への営業強化

✓ 地銀、信金等との業務提携による企業紹介の強化

◼ 職人紹介サービスの周知・広報

✓ 業界団体・ゼネコンに対するTOP営業

✓ プレスリリースの発信、メディアとのコネクション強化

✓ 地方自治体・行政とのタイアップ

◼ 建設業務労働者就業機会確保事業*1の開始

✓ 会員企業間での短期的な労働力の相互融通の仕組み構築

◼ 人材プラットフォームを活用した新収益モデルの展開

✓ 職人紹介のダイレクトスカウトサービス実施

✓ 求職者、企業、一人親方の相互のマッチングサービス実施
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職人プラットフォームのKPI推移

コントラフト設立以降､プラットフォームの求職者数､会員数は順調に増加

人

2.紹介

登録求職者数の月次累積数推移 職人紹介の登録会員数
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建設ICT市場の拡大余地

建設現場の生産性向上のため、ICT導入支援の需要は大きい

i-Construcition*1の概要

建設ICTの導入による建設現場の生産性向上が求められる

建設テック市場規模に関する考察

人・日
当たりの仕事量
（work）

i-Consructionにより、少ない工事
日数で同じ工事量の実施を実現

人

省人化
ICTの導入等に
よる省人化

工事日数削減（休日拡大）
現場作業の高度化・効率化により、
工事日数を短縮

建設現場の生産性向上
i

-con

現状の仕事量

工事日数
2021~2024 2030

（出所） 矢野経済研究所「2022年版 建設テック市場（施工現場編）～施工現場における自動化・省力
化技術の実態と展望～」に基づき、当社作成

（*2） 上場ゼネコンの中期経営計画から、DX、ICT関連投資部分を抜き出したところ、確認できた28
社の合計値

更なるDX、ICT投資の拡大が期待される中で
2030年頃迄には2～3兆円程度の市場規模が期待される

約7,000億円*2

2～3兆円程度の
市場ポテンシャルが期待

3.ICT

（*1） 調査・測量から設計、施工、検査、維持管理・更新までの全ての建設生産プロセスでICT等を
活用することにより建設生産システム全体の生産性向上を目指す取り組み
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建設ICTコンサルによる新規人材サービスの確立

建設ICTによる新規人材サービスを確立し、建設業界のIT/DX化をサポート

One-Team

コンサルタント

情報連携

ICT支援員

ICT支援員 ICT支援員

建設ICTコンサルのチーム体制

DX推進サービス

建設ICT事業モデル

ソリューションサービス

建設ICT専門部隊が現場の効率化をサポート 建設ICTツールの導入やICT施工のノウハウを提供

ICTに関する
現状把握

企画・提案

• コンサルティ
ング

• ソリューショ
ンサービスの
検討

• 人材配属

• 全社で稼働し
ている企業・
現場へヒアリ
ング

サービス導入
人材配置

• サービスリ
リース

• 人材配置

アフター
サポート

• 配属後の支援

3.ICT

⚫ デジタルツールの選択
⚫ ICTツールの導入支援

⚫ 点群計測＆3Dモデリング
⚫ 遠隔臨場支援

• SPIDERPLUS

• デキスパート

• direct

• mixpace

• LiveOn

• Infipoints

ツール事例

ツール事例
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連結損益計算書

J-GAAP IFRS IFRS

(百万円) 20/10期(LTM)*1 21/10期 22/10期

売上高 10,329 12,125 14,541
成長率 - 17.4% 19.9%
売上原価 7,213 8,801 10,311

売上総利益 3,115 3,325 4,230
利益率 30.2% 27.4% 29.1%
販管費及び一般管理費 3,175 1,910 2,225
その他収支 - 344 35

営業利益 △ 60 1,758 2,040
成長率 - - 16.0%
利益率 - 14.5% 14.0%

当期純利益 △ 561 1,044 1,243

EBITDA
（営業利益+減価償却費および償却費）

1,308 1,988 2,277

EBITDAマージン 12.7% 16.4% 15.7%

減価償却費およびその他償却費 534 229 238
のれん償却費 833 - -

調整費用*2 943 62 -
支払報酬料 453 49 -
無形資産償却費 490 13 -

調整後営業利益*3

（営業利益＋調整費用＋のれん償却費用）
1,716 1,821 2,040

成長率 - 6.1% 12.0%
利益率 16.6% 15.0% 14.0%

調整後EBITDA
（営業利益＋減価償却費および償却費＋支払報酬料）

1,761 2,037 2,277

成長率 - 15.7% 11.8%
利益率 17.0% 16.8% 15.7%

（*1） 当社は2019年5月27日の設立後、決算期末を4月末から10月末に変更し
たため、当社の2020年10月期は2020年5月1日から2020年10月31日ま
での6か月間となっている
「2020年10月期(LTM)」は、2019年11月1日から2020年10月31日まで
の12か月を一連結会計年度と仮定して計算した数値（未監査）であり、
2020年10月期（6か月間）の実績とは異なる

（*2） 20/10期は、ナレルグループ（旧AP64）によるワールドコーポレーショ
ン株式取得に係るFAフィー、DD費用、リーガルコスト、21/10期は、ナ
レルグループによるATJC株式取得、職人の職業紹介関連事業譲受、オ
フィス・アークス株式取得に係るFAフィー、DD費用、リーガルコストを、
それぞれ一時費用として調整。なお、22/10月期は、一時費用が不存在の
ため調整なし

（*3） 20/10期(LTM)はJ-GAAP、21/10期及び22/10期はIFRSに基づく数値で
あるため、これらの有意な比較を可能とする観点から、20/10期(LTM)の
調整後営業利益については、営業利益に対して調整費用のほかのれん償却
費用を足し戻して算出
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連結貸借対照表

IFRS IFRS

（百万円） 21/10期 22/10期

流動資産 4,191 4,877 

現金及び現金同等物 2,155 2,284 

営業債権 1,878 2,298 

その他 158 296 

非流動資産 15,055 15,279 

有形固定資産 126 165 

無形固定資産 14,417 14,409 

のれん 14,100 14,075 

その他無形固定資産 317 335 

その他 512 704 

資産合計 19,246 20,156 

IFRS IFRS

（百万円） 21/10期 22/10期

流動負債 2,901 5,533 

営業債務 25 26 

借入金（流動） 560 2,714 

リース負債（流動） 156 153 

未払法人所得税 284 432 

その他 1,876 2,208 

非流動負債 7,711 4,690 

長期借入金 7,450 4,286 

退職給付に係る負債 81 169 

リース負債（非流動） 96 125 

その他 85 110 

負債合計 10,613 10,223 

資本合計 8,634 9,933 

負債・資本合計 19,246 20,156 
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セグメント別業績

セグメント別売上収益 セグメント利益*2

百万円 百万円

建設
ソリューション
＋18.6%

IT
ソリューション
＋32.2%

セグメント
成長率

建設
ソリューション

+8.8%

IT
ソリューション
▲19.8%

セグメント
成長率

（）内は利益率

合計
＋19.9%

合計
＋16.0%

10,988 

13,034 

1,142 

1,510 

(5) (3)

12,125

14,541

21/10 22/10

調整額*1

(40)

121 

1,666 

(15.2%)

1,813 

(13.9%)

132 

(11.6%)

106 

(7.0%)

1,758

(14.5%)

2,040

(14.0%)

21/10 22/10

調整額*1

（*1） 調整額は、セグメント間取引消去及び連結子会社の株式会社ナレルグループに対する経営指導料等の支払分のセグメントへの一部足し戻しによるもの
（*2） 連結子会社による株式会社ナレルグループに対する経営指導料等の支払額は、各連結子会社の属するセグメントに費用計上される（連結では同額をセグメント間調整）。セグメント費用として計上される当該

経営指導料は、21/10月期は4Qの3か月分、22/10月期は通期の12か月分であるため、21/10期と比べて22/10期のセグメント利益への影響が大きい
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KPIの構成及び定義

当社グループでは、派遣売上に係るKPIに関して、以下に掲げる主要なもの
を開示することとしております。

稼働人数

派遣売上*1

売上単価

在籍人数稼働率 契約単価 残業単価等

採用者数退職者数

稼働人数

在籍人数

稼働率

売上単価

対象月中に1日以上稼働していた技術者数

対象月中に1日以上在籍していた技術者数
（月初在籍社員数+対象月採用者数）

稼働人数一人当たりの売上金額

在籍人数のうち、1日以上稼働した人員の割合

採用者数 対象期間中に入社した人員数

退職者数 対象期間中に退職した人員数

契約単価 全派遣従業員の各契約単価（残業代は除く）の平均値

KPIツリー KPI定義

在籍人数
(上記に同じ)

退職率

退職率
過去12ヶ月間の退職者数／
（12ヶ月前の月末在籍人数＋過去12ヶ月間の採用者数）

（*1）ATJCにおいては、SES契約に基づく売上を含む

開示KPI

その他

凡例

残業単価等
①時間外料金等加算額及び②不稼働減額の合計の稼働人数一
人当たりの金額
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主要KPI:ワールドコーポレーション①

稼働人数･稼働率*1 契約単価*2

(*2) 株式会社ワールドコーポレーション単体数値､期中平均
一人当たりの契約単価。経験者・未経験者含む全派遣従業員の各契約単価（残業代は除く）の平均値

人 千円/月

(*1) 株式会社ワールドコーポレーション単体数値
稼働人数:期中平均
稼働率(研修生含む):在籍人数に研修生を含む場合の稼働率､期中平均
稼働率(研修生除く):在籍人数に研修生を含まない場合の稼働率､期中平均

★

★一時的に低調な理由: コロナ禍により営業活動が低調だったため

1,544 
1,594 

1,922 

2,185 

91.0%

89.4%

93.1% 92.9%
92.0%

90.8%

95.3%

96.1%

20/10 21/10 22/10 23/10 2Q

稼働人数 稼働率（研修生含む） 稼働率（研修生除く）

★

448

468

471

480

20/10 21/10 22/10 23/10 2Q
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主要KPI:ワールドコーポレーション②

採用者数*1 退職者数/退職率*2

人

(*1) 株式会社ワールドコーポレーション単体数値(期中累計) (*2) 株式会社ワールドコーポレーション単体数値
(退職者数に退職率=当期退職人数÷(前年期末在籍人数+当期採用人数)、期中累計)

人

【退職率低減の取組】
① 未経験者を対象とした入社時研修において､建設現場でスムーズに業務遂行できるような基本的な振る舞い･コミュニケーションスキルに関しても教育実施
② 1年目を主な対象として､サポート部署による稼働中技術者の現場訪問活動の実施

★一時的に低かった理由: コロナ禍による緊急事態宣言等により転職活動が低調だったため

798

918

1,262

869

20/10 21/10 22/10 23/10 2Q

★

645

732

885

531

27.4% 27.9%
29.1% 29.1%

20/10 21/10 22/10 23/10 2Q

退職者数 退職率



44

主要KPI:ワールドコーポレーション③

(*1) 株式会社ワールドコーポレーション単体数値
在籍人数：各年10月1日から月末までの期間中に1日以上在籍していた技術者数（ただし23/10 2Qは2023年4月1日から月末期間中に1日以上在籍していた技術者数）

在籍人数*1

人

1,461 
1,604 

1,961 

2,296 

196 

243 

279 

322 

1,657 

1,847 

2,240 

2,618 

20/10 21/10 22/10 23/10 2Q

正社員

期間社員
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主要KPI:ATJC①

稼働人数･稼働率*1 契約単価*2

人 千円/月

★一時的に低調な理由: 1 コロナ禍により営業活動が低調だったため
            2 未経験者採用を本格開始し､契約単価が低い未経験者の割合が増加したため

(*2) ATJC単体数値､期中平均
一人当たりの契約単価。経験者・未経験者含む全派遣従業員の各契約単価（残業代は除く）の平均値

(*1) ATJC単体数値
稼働人数:期中平均
稼働率(研修生含む):在籍人数に研修生を含む場合の稼働率､期中平均
稼働率(研修生除く):在籍人数に研修生を含まない場合の稼働率､期中平均

168 
155 

214 

279 

91.0%

87.1%
86.5%

84.7%

93.2%

90.8%

94.3%
95.2%

20/10 21/10 22/10 23/10 2Q

稼働人数 稼働率（研修生含む）

稼働率（研修生除く）

★1

★2

543 

537 

524 

497 

20/10 21/10 22/10 2023/10 2Q
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主要KPI:ATJC②

採用者数*1 退職者数/退職率*2

★一時的に退職率が上昇した理由: 未経験者採用の増加により､退職率が高い未経験者の割合が上昇したため

(*1) ATJC単体数値(期中累計) (*2) ATJC単体数値
(退職者数に退職率=当期退職人数÷(前年期末在籍人数+当期採用人数)、期中累計)

44

63

169

143

20/10 21/10 22/10 23/10 2Q

人 人

★

47 45 

85 

50

21.1%

18.8%

23.5%

21.1%

20/10 21/10 22/10 2023/10 2Q

退職者数 退職率



47

主要KPI:ATJC③

在籍人数*1

人

(*1) ATJC単体数値
在籍人数：各年10月1日から月末までの期間中に1日以上在籍していた技術者数（ただし23/10 2Qは2023年4月1日から月末期間中に1日以上在籍していた技術者数）

179 
195 

282 

380 

20/10 21/10 22/10 23/10 2Q
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2023年10月期業績予想

2021年10月期（実績） 2022年10月期（実績） 2023年10月期（計画）

売上収益 12,125 14,541 17,482

営業利益 1,758 2,040 2,162

税引前当期利益 1,595 1,852 2,111

親会社株主に帰属する当期利益 1,044 1,243 1,485

百万円
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上場時における調達資金

上場時の株式発行による調達資金を以下の使途に充当する予定

調達資金の使途 2023年10月期 2024年10月期 合計

連結子会社である株式会社ワールドコーポレーション及
び株式会社ATJCへの投融資資金
（当該２社において、派遣技術者の採用費に充当予定）

54,000 301,237 355,237

千円
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事業計画遂行上の重要なリスクと対応方針

成長実現や事業計画遂行に重要な影響を与える可能性があると認識する主要なリスクと対応策

項目 主要なリスク リスク対応策
顕在化の
可能性

時期

建設業界の
景気動向

当社グループは、建設業界向けを中心とした人材派遣事業を
行っており、建設業界における派遣人材の需要は人材不足等
を背景に今後も拡大基調であると考えておりますが、当社グ
ループの業績は国内の建設投資動向に一定程度の影響を受け
ます。また、景気後退局面では無期雇用の待機技術者の人件
費負担が重くなり、当社グループの業績及び財政状態に影響
を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、建設業界向けの人材派遣を中心とし
た事業展開を行っているものの、建設業界以外の分野へ
の展開として、ＩＴ業界向けやプラント業界向けの人材
派遣など、建設業界において蓄積されたノウハウ・経験
を活用し、特定の業界や顧客の業況に大きく影響を受け
ないようにリスクを分散した事業運営を行っております。

中 中期

技術者人材の
確保

国内の総人口は継続的に減少することが見込まれており、今
後の技術者採用市場の動向によっては、需要に見合う供給を
十分に確保できないおそれや採用コストが増加する可能性も
あり、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能
性があります。

採用力は当社グループの強みであり、技術者の採用数、
総在籍技術者数は順調に増加しております。また、採用
チャネルについても、従来からの求人媒体の活用に加え
て、自社運営求人サイト、人材紹介事業者の活用や知人
紹介等へ多角化することで、技術者人材の確保に努めて
おります。

中
中長期

労務管理

規制面では時間外労働時間の上限規制が建設業においても
2024年４月より適用されることとなり、不適切な労務管理
による法令違反が発生した場合や、労働安全衛生や雇用関係
等に関して派遣技術社員との間で紛争が発生した場合等、当
社グループの事業運営に影響を及ぼす可能性があり当社グ
ループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

労務管理に関する規制が強化される中、当社グループで
は、採用時における人材品質の確保、コンプライアンス
を重視した労務管理を含む派遣技術社員の管理の充実、
教育研修体制の強化、従業員満足度の向上等の取組みを
実践しております。

中 中期

許認可及び
法規制

当社グループは、労働者派遣事業者及び有料職業紹介事業者
として、厚生労働大臣の許可等を受け事業を行っております。
派遣先の指示により労働者派遣法で禁止されている適用除外
業務にあたる建設業務（なお、当社グループの派遣技術社員
が実施している施工管理、ＣＡＤ作図、施工図作図等はかか
る業務に該当しません。）を行う等、何らかの要因で当該事
業許可等の取消し又は事業の停止等を命じられた場合、当社
グループの事業活動に支障をきたすとともに経営成績及び財
政状態に影響を及ぼす可能性があります。

顧問契約を締結している弁護士事務所や社労士事務所か
ら、定期的に法令改正や当局の動向等の情報提供や指導
を受けております。
その他、積極的な情報収集を行ったり、今後は外部機関
による勉強会等にも積極的に参加する意向です。

小 中長期

※その他のリスクについては、有価証券届出書等の「事業等のリスク」をご参照ください。
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本資料の取扱いについて

• 本資料は、関連情報の開示のみを目的として株式会社ナレルグループ(以下「当社」といいます。)が作成し
たものであり、米国、日本国又はそれ以外の一切の法域における有価証券の買付け又は売付け申し込みの勧
誘を構成するものではありません。

• 本資料に記載されている当社以外の企業等に関する情報及び第三者の作成に関する情報は、公開情報等から
引用したものであり、そのデータ・指標等の正確性・適切性等について、当社は独自の検証は行っておらず
、何ら保証するものではありません。

• 将来の業績に関して本資料に記載された記述は、将来予想に関する記述です。将来予想に関する記述には、
これに限りませんが「信じる」、「予期する」、｢計画｣、｢戦略｣、「期待する」、「予想する」、「予測す
る」又は｢可能性｣や将来の事業活動、業績、出来事や状況を説明するその他類似した表現を含みます。将来
予想に関する記述は、現在入手可能な情報をもとにした当社の経営陣の判断に基づいています。そのため、
これらの将来に関する記述は、様々なリスクや不確定要素に左右され、実際の業績は将来に関する記述に明
示または黙示された予想とは大幅に異なる場合があります。

• 次回の更新は、2023年12月の決算発表後を予定しております。
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